
 

 

和光市犯罪被害者等支援条例（案）について 

（パブリック・コメント説明資料） 

 

１ 条例制定の経緯等 

⑴ 条例制定の状況等 

  この条例は、犯罪被害者等基本法（以下、「基本法」といいます。）の趣旨に則

り、犯罪被害者等に対する支援施策の実施に関して必要な事項を定めるものです。 

  基本法では、自治体に対して条例の制定を義務付けていませんが、地域の状況に

応じた施策の策定及び実施の責務を課していることから、国（警察庁）は自治体に

対して被害者支援のための施策等を定める条例の制定を要請しています。 

  令和６年４月１日現在、犯罪被害者等支援のための条例を制定している自治体

は、都道府県を含む 910 自治体で制定率は 50.9％※1となっていますが、全国的にみ

ても埼玉県内では比較的条例の制定は進んでおり、令和６年７月現在で全 63 市町村

中 55 市町村が制定しており、制定率は 87.3％となっています※2。 
※1出典：犯罪被害者施策推進のための条例・計画～最近の動向・ポイント～／令和 6 年 10 月 9 日警察庁長官

官房犯罪被害者等施策推進課 

※2都道府県内の市町村が犯罪被害者等支援のための条例を制定している割合（制定率）を見ると、制定率

100％は 11 府県、50％以上 100％未満は埼玉県を含む 7 県となっています。（令和６年４月１日現在） 

 

⑵ 条例の趣旨・目的等 

   誰もが、ある日突然犯罪被害に遭い、犯罪被害者やその家族・遺族となってしま

う可能性があります。そして、犯罪被害者等は、犯罪による直接的な被害※１だけで

なく、心身の不調や周囲の配慮に欠ける言動等による精神的な苦痛※２、経済的な損

失などの被害に苦しむことがあります。 

   市では、被害にあった方が 1 日でも早く平穏な生活を取り戻すことができるよ

う、犯罪被害者等への支援に関する施策を総合的に推進するため、条例を制定しま

す。 
※１生命・身体・財産を奪われる、または傷つけられることをいい、これを「一次被害」といいます。） 

※２これらを「二次被害」といい、①心身の不調、②生活上の問題、③周囲の人の言動による傷つき、④加害者

からの更なる被害、⑤捜査・裁判に伴う様々な問題（負担）などの被害類型（警察庁が概括的に一般化した

もの）があります。 

 

２ 条例案の主な内容等 

 ⑴ 条例案の構成 

   条例案は次の規定により構成しています。 



 

 

    ・目的（第１条） 

    ・基本理念（第３条） 

    ・市、市民等及び事業者の責務（第４～６条） 

    ・犯罪被害者等支援施策（第７～10 条） 

    ・施策の見直し等（第 11 条） 

    ・委任（第 12 条） 

   条例の施行に関して必要な事項の詳細は、条例施行規則により定めます（第 12 

  条）。規則は、条例案が市議会において可決した後、市長が定めることになります。 

 

⑵ 主な規定内容 

 条例の規定については、埼玉県内で既に条例を制定している自治体とほぼ同様の内

容となっていますが、第 11 条の「施策の見直し等」は当市独自のものです。この条

例において定める支援施策は「社会及び経済情勢を踏まえて検討する」ものとしてい

ます。 

 その他の規定の内容は次のとおりです。 

ア 目的及び基本理念（第１条及び第３条関係） 

  第１条は、この条例を定める目的（犯罪被害者等が再び平穏な生活を営むこと

ができるよう支援することで犯罪被害者等を支え合う地域社会を実現するこ

と。）を定めています。 

  第３条の基本理念は、条例に基づく支援施策を実施する上で重要になる考え方

（犯罪被害者等の尊厳保持、状況等に応じた適切な支援及び途切れることのない

支援）を示すものです。 

イ 市、市民等及び事業者の責務（第４～６条関係） 

  この条例の主体となる市、市民等及び事業者の責務を定める「責務規定」で

す。条例の目的と基本理念の実現のために各主体が果たすべき役割を規定してい

ます。 

ウ 犯罪被害者等支援施策（第７～10 条関係） 

  この条例により実施する支援施策の内容を規定しています。 

 (ｱ) 相談及び情報の提供等（第７条） 

犯罪被害者等が直面している問題について、相談、情報提供及び助言を行う

とともに関係機関等との連絡及び調整を行います。 

この規定による業務は、犯罪被害者支援総合的対応窓口※である危機管理室

において所管します。 
※基本法第 11 条に規定する「相談及び情報の提供等」を行うための窓口です。犯罪被害者等からの相

談・問合せに対応し、関係部局や関係機関・団体に関する情報提供・橋渡しを行うなど、総合的な対

応を行います。警察庁の要請により平成 31 年 4 月に全ての地方公共団体に設置されました。 

 (ｲ) 見舞金の支給（第８条） 

  ① 国の制度を補完する経済的支援施策 



 

 

 この条例の中心となる犯罪被害者等に対する経済的支援施策です。 

国は、犯罪被害者等に対する経済的な支援として犯罪被害者等給付金制

度※1を実施しています。 

   この制度は、殺人等の故意の犯罪行為により不慮の死を遂げた犯罪被害

者の遺族又は重傷病もしくは障害という重大な被害を受けた犯罪被害者に対

して国が一時金として「遺族給付金」、「重傷病給付金」及び「障害給付金」

の三種類の給付金が支給されるものです。 

   しかし、これらの給付金は、申請から支給決定まで平均約 8.6 か月※2か

かるとされていること、また、埼玉県には被害者に直接現金を給付する制度

がないことなどから、被害を受けてから国の給付金が支給されるまでの間

に、国の制度を補完する形で経済的支援を実施することで、犯罪被害者等が

少しでも早く平穏な生活を取り戻すことを目指して見舞金を支給します。 

    
※１犯罪被害者等給付金は①遺族給付金、②重傷病給付金、③障害給付金の３種類。 

 平均支給額は約 707 万円、最高額は 2,590 万円（2023 年実績：警察庁） 

 詳細は警察庁ホームページ（https://www.npa.go.jp/higaisya/kyuhu/index.html）をご確認く

ださい。 

※2出典：令和 5 年度中における犯罪被害者給付金制度の運用状況について（令和６年６月６日警

察庁犯罪被害者等支援施策推進課） 

 

② 見舞金の種類及び額等 

  見舞金の支給に関しては規則で定めますが、現在予定している見舞金の種

類及び額等は次のとおりです。 

種類 金額 対象者 

遺族見舞金 ３０万円 

犯罪行為により死亡した者であって、犯

罪行為が行われたときに市民であった者

の遺族 

重傷病見舞金 １０万円 
犯罪行為により重傷病を負った者で、犯

罪行為が行われた時に市民である者 

 

 （ｳ) 市民等及び事業者への理解促進（第９条）、人材育成（第 10 条） 

    犯罪被害者等支援に関する施策や制度の周知及び啓発を実施すること、ま

た、支援に従事する人材の育成を取組として掲げています。 

 

 

 

 

 



 

 

【参考】見舞金（条例案第８条）に関するＱ＆Ａ 

 Ｑ１：見舞金支給金額の算出根拠は？                        

 Ａ１：埼玉県内において条例を制定し、見舞金支給を規定している自治体のほとんど

が「遺族見舞金 30 万円、重傷病見舞金 10 万円」と規定しており、県内において

一定の相場を形成しています。これは条例を制定する自治体が、県内及び近隣自

治体における支援の均衡を考慮しているものと推察され、当市においてこれを上

回る（あるいは下回る）金額を設定する合理的な理由が存在しないため、県内自

治体と同額に設定しました。 

 

 Ｑ２：遺族見舞金、重傷病見舞金以外の経済的支援は実施しないのか？          

 Ａ２：条例を制定するに当たり、犯罪被害者等に対する支援の必要性の認定は、支援

の内容に関わらず、「犯罪被害に遭ったこと」ではなく、「犯罪被害を軽減・回復

させるためにどのような支援を必要としているか」を基準としました。 

   埼玉県以外の自治体では見舞金等の支給以外に、金銭の給付・補助及びサービ

スの提供等を行っている例がありますが、当市ではこれらが「犯罪被害に起因す

る生活課題に対する支援」として既存の枠組による支援が可能であり、市が支援

することが困難な分野であっても、県や関係機関による支援が受けられることか

ら、遺族見舞金、重傷病見舞金以外の経済的支援は実施しないこととしました。 

 

 Ｑ３：犯罪被害を受けた後、市外に転出した場合であっても支給対象となるか？     

 Ａ３：条例施行規則では、犯罪行為が行われたときに被害者が市民であれば見舞金の

支給対象とする予定です。 

 

 Ｑ４：性犯罪被害等は対象になるか？                        

 Ａ４：条例施行規則では、性犯罪被害に遭い、警察に被害届が提出された事案で、身

体及び精神に被害を受けたことが医師の診断書等により確認することができれば

重傷病見舞金を支給するという運用を予定しています。 

 

 Ｑ５：被害者の遺族が市民等でない場合も支給の対象となるか？            

 Ａ５：支給対象となる遺族の居住地が必ずしも被害者と同一とは限らないため、対象

とする予定です。 

 


